
★下記フリー FAX、労働調査会ホームページよりお申し込みください

＜巻頭特集＞PICK UP! 労働・年金の重要テーマ
１ 長時間労働の削減と健康管理対策
２ 育児と仕事との両立支援制度の拡充～育児・介護休業法の改正
３ 確定拠出年金制度の見直し
＜法令ごとにみる主要な制度改正―労働法関係＞
【労働基準法】 准救急隊員の休憩の自由利用の適用除外、電子署名及び電子証明書
の添付の省略など
【労災保険法】 介護補償給付の上下限額の改正、特別加入制度の改正など
【雇用保険法】 日雇労働被保険者に係る手続の改正、教育訓練給付に関する改正など
【労働保険徴収法】 労災保険率等の改正、特例による延滞金の割合など
【職業安定法】 労働契約締結前の労働条件等の明示、職業紹介事業、労働者募集等に
関する改正など
【障害者雇用促進法】 障害者雇用率の引上げなど
【技能実習法】 新制度の概要
＜法令ごとにみる主要な制度改正―社会保険関係＞
【健康保険法】 標準報酬月額の随時改定の取扱いの変更など
【国民年金法・厚生年金保険法（共通）】 受給資格期間の短縮、届出等に関する改正
（マイナンバー関係）など
【国民年金法】 脱退一時金の額の改定など
【厚生年金保険法】保険料率に関する経過措置など
【その他の法令】 国民健康保険法、介護保険法、子ども・子育て支援法等
＜参考資料・ダイジェスト＞
主要な助成金一覧／第13次労働災害防止計画の概要／平成30年度地方労働行政運
営方針の概要／「働き方改革」実行計画と関連法案の概要

労働関係法令や社会保険関連法令は、毎年のように改正・新制度の創設が行われ、そ
の内容も複雑化している。企業の人事労務担当者や社会保険労務士など実務に携わ
る方にとって、これらの改正・新制度を網羅的に押さえるのは容易ではない。本冊子は、
年度版として発行し、労働法、社会保険全般にわたって、直近の法令の改正や新たに
導入された制度、実務に影響のある新しい行政通達・施策等の内容を、図表を多用し
ながらポイントを簡潔にまとめたもの。
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●制度改正・変更された点を効率よく把握したいという方におすすめ！ 
●見やすい2色刷り、図表で視覚的に理解！

労働法・社会保険関係
法令改正のポイント
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（働き方改革関連法案・法案を一部修正し衆
院通過）高プロ制度適用を同意しても撤回可
能に／（29年度・障害者の職業紹介状況）就職
件数は８年連続過去最高を更新し９万7814件
／（29年度の労災保険給付の支払額）対前年度
比は0.3％増の約7385億8510万円に／（生産性
本部・新入社員の意識調査）「残業が少ない職
場を好む」が過去最高の75.9％／（JILPT・製造
業の生産性向上調査）生産性向上分の配分先
は設備投資増強と処遇改善／ほか
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労務相談室
〔雇止めを通知した後に無期転換の申込み〕雇止めできないか ─── 48
〔高額療養費受給の者が退職し国民健保に〕多数該当等の通算は ── 50
〔無期転換申込権が発生した者に手当支給〕無期転換後の不支給は ─ 52

解雇・退職
社 会 保 険
賃 金 関 係

弁護士・加島幸法
特定社労士・藤岡衣里子
弁護士・平田健二

回答者

＊＊本誌ご購読の皆様へ＊＊

ビジネスセミナー「労働塾」のご案内http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!

●本誌読者アンケート ─ 41●連載　労働スクラン
ブル○325（労働評論家・飯田康夫） ─ 42●労務資料
平成29年度 能力開発基本調査結果③ ～事業所調
査～ ─ 44●わたしの監督雑感　京都・京都下労働
基準監督署長　荒川修 ─ 54●編集室 ─ 56

アンケートへのご協力をお願い致します（41ページ）

──────── 29

休業前の標準報酬月額と比べ
　１等級でも差が生じれば対象

（編集部）

第７回「産前産後・育児休業等終了時改定」
●知れば得する社会保険

──────────── 38●企業税務講座

海外出張の際に課される
国際観光旅客税の処理など

第91回　国際観光旅客税

（弁護士・橋森正樹）

──────── 16

子会社の女性従業員のセクハラへの
対応で親会社の損害賠償責任を否定
（弁護士・森井利和＆特定社会保険労務士・森井博子）

〈第47回〉セクハラについての親会社の責任

●弁護士＆元監督官がズバリ解決！
　～労働問題の「今」～

────── 6
生産性を高めながら、働く時間の縮減に取り組む
中小企業事業主・事業主団体を支援

「時間外労働等改善助成金」の活用について特別企画Ⅰ

（厚生労働省労働基準局労働条件政策課）

── 11
育児や介護などにより退職した者を
再雇用した事業主が利用できる助成金

両立支援等助成金「再雇用者評価処遇コース」の概要特別企画Ⅱ

（厚生労働省雇用環境・均等局職業生活両立課）


